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行政・ＮＰＯ・大学の三者連携によるＥＳＤ学習プログラムの開発研究
―瀬戸内の身近な自然を題材として―

桑原　敏典　・　杉田　直樹＊・　小山　大輔＊

　本研究は，行政・ＮＰＯ・大学の三者が連携をしてＥＳＤを展開するための方法を，具体
的な学習プログラムの開発を通して明らかにしていこうとするものである。新教育課程が実
施されるようになって，ＥＳＤは学校の教育活動の柱の一つとして注目されるようになって
きている。しかし，一部の先進的な学校を除いては，教師の間でＥＳＤが十分に理解されて
いるとは言い難い現状が見られる。ＥＳＤについては行政やＮＰＯの活動の影響が大きく，
それらの機関には実施のためのノウハウが蓄積されている。学校においてＥＳＤを効果的に
展開するためには，それらの機関が持っている研究の成果を活用して行くことが重要である
が，そのためにこれらの機関をつなぐコーディネーターの役割を果たすのが大学ではないか。
本研究では，学校と行政機関やＮＰＯの連携に基づくＥＳＤ実施の前提として，大学が行政
やＮＰＯと連携していかにＥＳＤを実施していくかを，平成23年度に実施した取り組みを通
して明らかにしていきたい。
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Ⅰ．はじめに―問題の所在―
　本研究は，行政とＮＰＯ，そして大学の連携に基
づくＥＳＤ学習プログラム開発の方法について，瀬
戸内の身近な自然を題材とした教材開発を通して具
体的に示していこうとするものである。
　平成20年版の小・中学校学習指導要領においては，
社会科について「持続可能な社会の実現を目指すな
ど，公共的な事柄に自ら参画していく資質や能力を
育成することを重視する方向で改善を図る」（平成
20年１月中央教育審議会答申）ことが求められてお
り，ＥＳＤ（持続発展教育）が教育課程の大きな柱
の一つとなった。学習指導要領が改訂された当初は，
学校現場におけるＥＳＤの理解は十分とは言えない
状況にあったが，新教育課程の原理や方法が学校現
場に浸透するにつれて徐々にＥＳＤに対する関心も
広がりつつある。しかし，ＥＳＤをこれまで担って

きたのは学校だけではない。一部の先進的な学校を
除けば，むしろ，地方自治体を中心とする行政機関
や，熱心な市民を中心とするＮＰＯ，各地の大学な
どの活動が大きな成果をあげてきていると言っても
よいのではないか。ただ，現状では，それらの諸機
関の活動の成果が学校教育に効果的に還元される条
件が整っているとは言い難い。その理由としては以
下のような点を挙げることができる。
　１ ）学校教育の原理と，行政やＮＰＯなどが取り
組んでいるＥＳＤの理念が必ずしも合致しない。

　２ ）教師，自治体の職員，ＮＰＯメンバーそれぞ
れが外部機関との連携のノウハウを持っていな
い。

　３ ）地方自治体，ＮＰＯ，大学等のＥＳＤの取り
組みの成果と，学校のカリキュラムが合致しな
い。
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　１は，特に，教師と自治体のＥＳＤ担当職員やＮ
ＰＯメンバーの教育に対する思いの違いとなって現
れることが多い。自治体やＮＰＯは，ＥＳＤを普及・
発展させることを目指して活動に取り組んでいる。
そのため，子どもたちにも積極的にＥＳＤに取り組
んでほしいし，自分たちが抱いているその気持ちを
伝えたいという意識が強い。それに対して，教師は，
どちらかと言えば子どもが自ら選択し主体的にＥＳ
Ｄに取り組むようになってほしいと考えている。そ
のため，教員には，自治体やＮＰＯの関係者の子ど
もに対する働きかけは，やや強引過ぎるものに見え
てしまうのである。このような教育に対する考え方
の違いが，学校と，行政やＮＰＯとの間に溝を生ん
でしまうこともある。
　２については，近年，開かれた学校づくりが目指
されていることから，問題が解消されつつある地域
もあるが，それぞれの組織の違いから容易には克服
できない面もある。学校に関して言えば，「総合的
な学習の時間」の導入以後，外部人材の活用が活発
になり，学校外の諸機関との連携も珍しくはなく
なったが，それでも，学級経営や授業など校内の業
務に追われている教師の中には，ＥＳＤを学校で実
践する場合に，地域のどこに協力を依頼すればよい
かといった情報を全く持っていない者も少なくな
い。また，そのような情報を学校や教育関係の機関
が集約している地域も限られている。一方，行政に
とっても，ＥＳＤの担当が学校教育に直接かかわり
のない組織であったりすると，学校との連携は難し
い。ＮＰＯ団体にとっては，学校に働きかけること
はもっとハードルが高くなる。個人的な人間関係が
ないと，なかなか学校の組織の中にＮＰＯが入って
いくことは困難である。また，学校とそれらの諸機
関が一度関係を形成したとしても，学校の教師には
異動があるため，うまく引継ぎがなされないと関係
づくりを一から始めなくてはならなくなってしまう
という問題もある。特に，管理職である校長が変わっ
たり，外部の機関との窓口となってＥＳＤに熱心に
取り組んでいた教師が異動になったりするとそのよ
うな事態に陥り易い。このような場合には，関係だ
けではなく，取り組み自体がスタートに戻ってしま
うことも考えられる。ＥＳＤを学校現場で円滑に実
施していくためには，学校や関係の組織を構成する
人が変わっても，事業を継続し得るような実施体制
づくりが求められているのである。
　３は，新教育課程にＥＳＤの理念が組み込まれた
ことにより解消したようにも見えるが，学校の教育
課程は教科と学校行事等によって構成されており，
実施しようとしているＥＳＤの目標や内容がそれら

の教育活動と合致しない場合も考えられる。また，
目標や内容といった問題でなくても，具体的な実施
の方法や時期等が調整できないだけで，実施するう
えでは大きな障害となり得ることがある。学校と，
学校外の諸組織が親密に連携をしていればよいが，
コミュニケーションがうまく取れていないと大きな
問題となりかねない。
　学校でＥＳＤを実施するにあたって，行政やＮＰ
Ｏなどの諸機関が蓄積してきた成果を活用するにあ
たって，これらの課題の克服するためのカギを握っ
ているのは大学，特に学校と強いつながりを構築し
ており，その事情を熟知している教員養成系の学部
ではなかろうか。各都道府県にある教員養成系の学
部がコーディネーターとなり，学校と行政，ＮＰＯ
をつなぎ，両者のニーズを調整することでより効果
的なＥＳＤの実施が可能になるはずである。そし
て，このことには，ＥＳＤの発展とその担い手の育
成という点でも大きな意義があると考えられる。第
一に，研究者が関わることによって活動の見直しや
改善がより円滑に進むことが期待できることが挙げ
られる。また，第二には，将来，教員を目指してい
る学生や大学院生もコーディネーターとして関わる
ことによって，学校現場のことを理解するだけでは
なく，行政やＮＰＯ等が持っているＥＳＤに関する
実践的な知識や技能をも習得することができること
も挙げられよう。
　本研究は，学校と行政やＮＰＯをつなぐコーディ
ネーターとしての大学の役割を探る第一歩として，
行政，ＮＰＯ，大学の三者の連携によってＥＳＤを
展開する方法を明らかにしようとしたものである。
本研究によって，教員養成に関わっている研究者や
将来教員になることを目指している学生や大学院生
が，行政やＮＰＯのＥＳＤ活動に対してどのような
貢献をすることができるか，連携をするうえで留意
すべきことは何かを明らかにしていくことは，その
三者に学校を加えた次の段階に進むうえで重要な示
唆を与えてくれるはずである。
　本研究は，具体的には，平成23年度に岡山大学大
学院教育学研究科の社会科教育講座に所属する大学
院生及び学生と教員が，岡山市と岡山市内のＮＰＯ
団体と連携して取り組んだＥＳＤの活動に基づいて
いる。今回，この三者が協力して主に３つの事業を
実施することができた。その一部をここでは紹介し
たい。
 （桑原敏典）
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Ⅱ ．瀬戸内の身近な自然を題材とするＥＳＤ事業の
概要―行政・ＮＰＯ・大学の共同事業としてのＥ
ＳＤ―

　本研究では，岡山大学大学院教育学研究科の社会
科教育講座とＮＰＯ法人グリーンパートナーおかや
ま，岡山市役所環境保全課の三者が連携をしてＥＳ
Ｄに取り組んだ。以下，説明の中で大学，ＮＰＯ，
行政という場合はこの三者を指している。グリーン
パートナーおかやまは瀬戸内海における海底ゴミ問
題の啓発と改善を目的として活動しているＮＰＯ団
体である。海底ゴミ問題を扱うだけでなく，それに
関連した河川や山林の環境保全活動などもおこなっ
ている。
　三者の本格的な協力体制は2011年２月より始ま
り，2012年３月まで事業は継続した。その間に，三
者が連携した事業は以下の３つである。

　① 　海底ゴミ回収底曳き網体験学習「ワクワク
キッズ　海底探検隊」（2011月７月）

　② 　山林不法投棄ゴミの回収・体験学習（2011年
10月）

　③ 　海底ゴミ問題の啓発を目的としたクレイアニ
メ制作（2012年３月）

　事業①は，底引き網漁船によって海底ゴミを回収
し，分別する体験活動であった。ここでは，海底ゴ
ミ問題を扱ったＥＳＤ学習プログラムを小学生を対
象に実施した。事業②は，山林の不法投棄現場に行
き，実際に廃棄物を除去するものであった。ここで
は，小学生を対象とした学習プログラム作成したが，
実際には大学生，大人に対して実施した。事業③は，
海底ゴミ問題をより多くの人にわかりやすく周知す
るために，小学生向けのクレイアニメを制作すると
いうものである。大学はシナリオ制作に協力した。
　これらの取り組みの中から，本研究では事業①の
海底ゴミ回収底曳き網体験学習を取り上げる。事業
①は，３つの事業の中でもっとも準備時間が長く，
三者で検討会を開いた頻度が高かった。また，実際
に小中学生に対してプログラムを実施することがで
きた。
 （小山大輔）

Ⅲ．ＥＳＤ事業展開のプロセス
　海底ゴミ問題を扱ったＥＳＤ学習プログラムは大
学が主体となって開発した。プログラム開発にあ
たっては，定期的に検討会を開いて三者で意見交換
を行った。その際ＮＰＯからは，瀬戸内海の海底ゴ
ミ問題に関する専門的な知識について，行政からは

ＥＳＤの視点について提案があった，大学は両者の
要望を受け入れ，調整しながら学習プログラムを開
発した。
　行政，ＮＰＯ，大学の三者は，合計５回にわたっ
て学習プログラムについての検討会を開いた。意見
交換を重ねることで，学習プログラムを改善して
いった。行政からは，過去・現在・未来のつながり
を意識することや，将来の希望を持たせる終結など，
ＥＳＤの観点を学習プログラムに組み入れるための
工夫について指摘を受けた。ＮＰＯからは海底ゴミ
問題の歴史的背景や原因と，現在どのようなことが
問題になっているか，といった海底ゴミ問題に関す
る知識の提供を受けた。大学は，行政とＮＰＯの要
望を，授業目標や子どもの発達段階などと照らし合
わせながら吟味し取り入れていった。検討会に参加
した大学，行政，ＮＰＯはそれぞれ立場が異なって
いたが，検討会を数回開き，意見交換を密にするこ
とで積極的に意見を出し合える対等な関係を築くこ
とができた。
　連携においては，それぞれの異なった立場を活か
して，相互にメリットのある互恵的な関係が構築で
きた。行政にとっては，大学院生にＥＳＤの理念を
知らせることができたこと，ＥＳＤの視点を取り入
れた学習プログラムを実施したことといった利点が
あった。ＮＰＯにとっては，海底ゴミ問題を広く周
知できたことと，小学生に適した「わかりやすい」
学習を実施できたことが利点であった。大学にとっ
ては，授業の理論や方法などの大学での学びを実証
することができたこと，実際に授業を考え実施する
といった教員養成に必要なトレーニングができたこ
とが利点であった。
　事業が成功した要因として，事業の企画・運営に
おいて三者が異なる役割を担ったことがあげられ
る。大学は，教育に関する専門性を活かしながら学
習プログラムを開発・実施する役割を担った（学習
のコーディネーター）。行政は，ＥＳＤに関する専
門性を活かし，学習プログラムと事業をよりＥＳＤ
の理念にかなったものにする役割を担った（ＥＳＤ
コーディネーター）。ＮＰＯは事業を企画し，運営
する役割を担った（事業のコーディネーター）。三
者がそれぞれの専門性を活かすことで，事業の運営
が円滑になり，その学習効果を高めることができた。
　このように行政・ＮＰＯ・大学の三者の間に対等・
互恵の関係を構築できたことが，事業成功のうえで
重要であったと言える。 （小山大輔）

Ⅳ．三者連携の成果と課題
　行政，ＮＰＯ，大学の三者連携によって得られた
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成果としては，人的・知的資源の相互提供ができた
ことが挙げられよう。このことは，事業の後に実施
したインタビューからも裏付けられている。
　人的資源の相互提供とは，具体的には，行政，Ｎ
ＰＯ，大学がそれぞれ，ＥＳＤコーディネーター，
事業のコーディネーター，学習のコーディネーター
の役割を果たしたことである。事業後のインタ
ビューでは，「連携において大学院生はどのような
役割を果たしたか」，「連携においてあなたはどのよ
うな役割を果たしたか」と質問し，それぞれが果た
した役割を再確認できた。
　また，知的資源の相互提供とは，具体的には，行
政からはＥＳＤに関する知識・経験を，ＮＰＯから
は海底ゴミ問題に関する知識・経験を，大学からは
教育に関する知識・経験を，検討会の場でそれぞれ
出し合って互いに学びあうことができたことであ
る。それは，例えば，インタビューでの「ＥＳＤに
ついては理解していたが，それをどのように子ども
に伝えたらよいのかについては，今回の連携で大学
院生から学ぶことができた」という行政からの意見
でも確認できた。
　このように教育プログラム開発にあたっては，大
学には連携において外部機関のニーズを調整するこ
とが求められていると言える。また，連携において
は意見交換を密にして，対等互恵の関係を構築する
ことが必要であることも明らかになった。
 （小山大輔）

Ⅴ ．開発したＥＳＤ学習プログラムの原理―体験と
知識理解の効果的な融合による学習プログラム―
１．従来のＥＳＤの課題
　現在行われているＥＳＤの実践の多くは，価値観
や行動の変革を目標としており，その際には体験や
参加型学習といった方法が用いられている。そのよ
うなＥＳＤの実践は，様々な報告が示す通り，一定
の目標を達成することができており，優れたもので
あると言える。しかしながら，従来のＥＳＤは，持
続可能な社会の形成者としての資質を十分に育成で
きているとは言い難い面もある。その理由は，以下
の二点である。

　①　科学的社会認識の形成という面が弱い。
　② 　特定の価値観に基づく行動や態度を子どもに

押し付けるものとなっている。

　第一は，事実認識に関することである。児童が持
続可能な社会の形成者となるためには，現状はどう
なっているのか，問題の原因は何かを科学的に認識

したうえで，問題の解決に向けて主体的に思考・判
断できなければならない。主体的な思考や判断の基
盤となる科学的社会認識がなければ，それは合理的
なものとはならず，根拠のない判断となってしまう。
体験の中で児童が学ぶことは個人によって違いがあ
り，社会科学などの学問の成果としての知識を獲得
することはできない。体験を核としながらも，系統
的に知識を獲得できる場を保障する必要があろう。
　第二は，価値認識に関することである。ＥＳＤで
は，国際社会で生きる市民として求められる価値観
を児童に教授することが主たる目的となる。このよ
うなＥＳＤの目的に関して，桑原敏典は，「民主主
義社会における教育は価値多元化を前提としてお
り，児童に特定の態度や生き方を押しつ付けること
は望ましくないが，ＥＳＤには必ずしもこの原理に
合致していない部分があると言える」１）と述べて
いる。価値認識に関わる教育では，児童の認識を閉
ざさないことが重要であるが，ＥＳＤについては特
にこの点に配慮が必要であり，開かれた認識形成が
難しい教育であると言えるのである。従来のＥＳＤ
においては，この点について，必ずしも配慮が十分
になされていたとは言えない面があった。
　本研究においては，以上の二点の課題を克服し，
持続可能な社会の形成者としての資質を育成するた
めのプログラムの開発に取り組んだ。具体的には，
海や山に存在するゴミの問題を取り上げて，体験を
通して捉えたことをもとに自らの行動を考えるプロ
グラムを考案した。

２．体験を核とした開発プログラムの原理
　本研究では，持続可能な社会の形成者としての資
質を育成することを目標としたプログラムを開発し
た。その資質としては，市民的活動に取り組もうと
する態度や，実際に行動することが挙げられる。そ
れは，社会の形成者として重要な資質の一つであろ
う。しかし，大人が大切だと思う決まりやルールを
守るように教えるだけでは，特定の価値観に基づく
行動や態度を子どもに押し付け，正確な事実に基づ
かない判断や行動を促してしまいかねない。児童が
持続可能な社会の形成者となるためには，現状はど
うなっているのか，問題の原因は何かを科学的に認
識したうえで，問題の解決に向けて主体的に思考・
判断していくことができる力の育成が不可欠である。
　そこで，本研究では，特定の態度や行動へと子ど
もを導くのではなく，事実に基づきながら，開かれ
た態度・行動の形成を目指す。このような目標をもっ
た開発プログラムの授業構成原理は，以下の三点に
まとめられよう。
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　① 　社会の持続可能性に関する科学的社会認識形
成を基盤とする。

　② 　持続可能な社会の形成という視点から，自ら
の価値観を見直させる。

　③ 　持続可能な社会の形成を促すための態度や行
動について自分でできることを考えさせる。

　第一の原理は，持続可能性という観点から，合理
的な判断を行うための基盤を作るためのものであ
る。合理的な判断には，その根拠となる社会認識の
形成が必要である。特に，持続可能性に関する問題
に対しては，将来に起こりうる結果の予測や，その
評価をふまえて判断するために，現状に関する科学
的な社会認識の形成が必要となる。
　第二の原理は，社会のあり方に対する児童の認識
の変革を促そうとするものである。児童は，今，とも
に生活する人々，あるいは現在生きている人々が同
じように利益や幸福を得られるようにするにはどう
すべきかを考えることはできるであろう。しかし，社
会の持続可能性ということを考慮するならば，今の
世代だけではなく，将来の世代が受け取るべき利益
や幸福についても考える必要がある。このような判
断の枠組みの変革を促す授業が求められるのである。
　第三の原理は，科学的な社会認識と反省的に吟味
された価値観を基に，態度や行動の決定までも視野
に入れようとするものである。この際に留意すべき
ことは，先にも述べたように児童の態度や行動を方
向づけないということである。ＥＳＤそれ自体があ
る程度社会を方向づける概念であるため，児童に特
定の価値観を教え込む傾向がある点に留意すべきで
あろう。今回は，行政やＮＰＯの方々からＥＳＤが
求める価値観を扱うように要望があったため，その
価値観の枠内で事実に基づいて自主的な判断ができ
るようになることを目指した。
　以上の三つの原理を基に，学習プログラムを開発
した。 （杉田直樹）

Ⅵ．開発したプログラムの実際
　プログラムは，上述した三つの原理を基に開発し，
2011年７月31日に実施したものである。以下，海底
ゴミを扱った授業の概要を示す。詳細については，
後に資料として学習指導案を示している。
　第一の過程は，問題の原因の把握である。小豆島
に向かう船内で，海底ゴミに関する知識を獲得させ，
そのような問題が起きている原因を把握させる。こ
れは，小豆島の現状を事例として，海底ゴミ全体に
通じるような説明力の高い知識を獲得させることが
ねらいである。具体的には，海底ゴミが減らない理

由として「川からゴミが流れてくる」「人間が捨てる」
といったような知識を獲得させたい。
　第二の過程は，自分の生活と問題のつながりの実
感的把握である。船内で知識を獲得したのち，小豆
島でゴミの引き揚げ・分別を行い，ゴミが日常生活
でよく見かけるものであることを実感的に捉えさ
せ，「このままではいけない」と自身の価値観を見
直す機会とする。実際の体験を通すことで，船内で
学んだことを確認するとともに，実物を見ることで
児童の価値観を揺さぶるのである。この点が，体験
を核とした授業の特徴であり利点であると言えよう。
　第三の過程は，態度や行動の見直しである。知識
と体験をもとに，自分なりに行動の形を考えるので
ある。このことで，ＥＳＤの枠内ではあるが，事実
をもとにした開かれた価値観の形成と，行動の決定
を保障する。また，ワークシートで「ちょっと難し
い」に分類したものは，「どうしてできないのか」
を考えることで，あることを達成するためには別の
ことを我慢しなければならないなど，葛藤が存在す
るために解決が難しいということも理解できよう。
 （杉田直樹）

Ⅶ．プログラム開発の成果と課題
　プログラム開発の成果は次の二点である。
　第一は，子どもに体験をふまえながら海ゴミが瀬
戸内海に蓄積されているという事実とその原因や影
響を理解させることができたということである。
　第二は，ゴミの除去に向けて自分たちにもできる
ことがあることに気付かせるとともに，それを実際
に行うこと，さらには将来にわたって継続して取り
組むことの難しさに気付かせることができたことで
ある。
　しかしながら，次のような課題も明らかになった。
　① 体験活動と社会認識形成の関係を十分に解明し

得なかったこと。
　② 世代間の公正という視点までは捉えさせること
ができなかったこと。

　特に，第二の価値認識に関する課題については今
後検討が必要である。生物多様性や他者との利益配
分に関する記述が見られた児童は多かったが，将来
の世代のためにも問題を解決しようという記述は見
られなかった。これは，授業において「現在の問題
をどのように解決するか」に焦点を当てすぎてし
まったために起きたと考えている。今後は，プログ
ラムの中に，将来の世代という視点を組み込み，将
来のために活動を継続することが大切であるという
ことを捉えさせるプログラムの開発を目指したい。
 （杉田直樹）
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Ⅷ．おわりに
　本研究では，学校と学校外の諸機関が連携をして
ＥＳＤに取り組むための効果的な方法を解明するた
めの前段階として，大学がコーディネーターとなっ
て行政とＮＰＯを取り結び，ＥＳＤの学習プログラ
ムを開発・実践するための方法を，具体的な事業の
展開を通して明らかにした。全国的にはＥＳＤの先
進地域として知られている岡山であるが，行政やＮ
ＰＯが中心となって取り組んでいるＥＳＤの優れた
成果は，まだ十分に学校現場に浸透しているとは言
い難い。したがって，本研究の成果は，岡山の学校
現場におけるＥＳＤの普及・発展に大いに寄与し得
るものを考えられる。
　本稿においては，取り組んだ三つの事業のうち一
つしか分析をし得なかったが，他の二事業も合わせ
て学校の教育改善と教員養成プログラムの改善とい
う点からも今後考察していきたいと考えている。
 （桑原敏典）
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